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1

最近、テレビや雑誌で熊本県のゆるキャ
ラの”くまモン”をよく見かけますが、こ
のＰＲ活動は、地元に年間数十億円の経済
波及効果をもたらしていると報道されてい
ました。

今年は、家族で応援しているトリニータ
もＪ１に復帰する楽しみな一年になります
ので、ここで大分県も、全国に向けて思い
切った情報発信をしてもいいのではないで
しょうか。

本県では、平成20年度の大分国体のマスコットとし
て”めじろん”が登場しましたが、本年７月から本県
を中心に北部九州で開催される全国高校総合体育大会
でも、応援マスコットに任命されましたので、「大分
県といえば、”めじろん”」と皆さんに親しまれるよ
う、テレビやイベントなどを活用して”くまモン”に
負けないＰＲ活動を展開していきます。

またトリニータのほかにも、26年にはNHK大河ドラ
マ「軍師官兵衛」、27年春の県立美術館開館も控える
など、本県が全国の注目を集める絶好の機会ですの
で、重点的・効果的なキャンペーンに取り組んでいく
こととしています。

広報広聴課
観光・地域振興
課
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我が子が、最近よく報道される発達障が
いの疑いがあると診断され、別府市にある
専門療育施設を紹介された。

通所で継続的な療育を受けたいが、地方
に住んでいることから仕事の関係もあり、
また、もう一人子どももおり難しい状況で
ある。

こうした悩みを抱えている多くの方のた
めにも、各地域に専門の療育が受けられる
よう検討をお願いしたい。

発達障がいについては、早期発見・早期療育が重要
であることから、県では２４年度から、市町村が実施
する５歳児健診等に大分大学医学部附属病院の専門医
を派遣するなど、各地域で発達障がいの医学的診断が
受けられる体制整備を進めています。一方で、ご指摘
のとおり、発達障がい児の専門療育施設の地域偏在が
課題となっています。

このため、県としては、各地域で専門療育が受けら
れる体制整備を図るため、新たに発達障がい児に対す
る専門支援技能者の育成を支援することとしており、
できるだけ早期に県内の６圏域全てで発達障がい児の
専門療育が行えるよう努めます。

障害福祉課

４年前に、出産・育児を理由に離職しま
したが、家計の事を考えて、現在、再就職
先を探しています。

女性の社会進出は、全体として改善傾向にあるもの
の、依然として厳しい環境にあることから、２５年度
は再就職や継続就労の環境整備に向けた対策を強化・

平成２５年度当初予算要求状況の公表に係る県民意見と反映状況

「平成２５年度当初予算」要求状況に対し、県民の皆様からいただいたご意見の概要、それに対する県
の考え方及び予算への反映状況は次のとおりです。
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先を探しています。
家事や育児に追われながらのハローワー

ク等での職探しは、思いのほか難しく苦戦
しています。同じような悩みを抱えている
女性は多いのではないでしょうか。

は再就職や継続就労の環境整備に向けた対策を強化・
拡充することとしています。

保育環境の整備や男性の子育て参画の促進はもとよ
り、就労に向けた職業訓練では、女性専用のメニュー
を拡充するとともに、訓練期間中の保育料助成を引き
続き行います。

就職支援では、民間人材紹介企業のノウハウを活用
した支援とあわせ、アイネスで実施している就職活動
中の女性向け無料託児サービス（9:30～16:30）を週
３日から５日に拡充します。

県民生活・男女
共同参画課

雇用・人材育成
課

こども子育て支
援課
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九州にある原子力発電所が全て停止し、
電気料金の値上げが心配です。

大分県は再生可能エネルギーの自給率が
日本一ということなので、大分発のエネル
ギーづくりや電力消費の抑制など、全国の
モデルとなるような取組ができないもので
しょうか。

温泉熱や木質バイオマス、小水力といった本県の強
みを生かしたエネルギー政策の推進は重要な政策課題
です。

このため、湯けむり発電などの研究開発支援やエネ
ルギー産業企業会の立ち上げなど、関連産業の育成や
振興に力を入れています。

２５年度は、こうした動きを加速するため、温泉熱
発電等の新たな発電事業への参入を支援するファンド
を創設するほか、中小企業や地域コミュニティでの新
エネルギー導入や企業の電力不安に対応した省エネ・
創エネ・蓄エネ設備導入に対する助成制度を拡充しま
す。

工業振興課

5

園芸産地を拡大するためには、新しい人
の参入や若い人の参入が必要だと思ってい
る。

荻のトマト学校のように、産地の近くで
研修しながら技術を磨き、いずれは独立す
るという形のものを県下の産地ごとに作っ
てはどうか。

新規就農者の確保は、市場における産地の将来性・
信用度の向上につながり、ブランド化を進めていく上
でも重要です。

県ではこれまでも、各種就農研修の実施や担い手確
保専任職員の配置、相談セミナーの開催などを通じて
確保に努めてきましたが、就農者がより地域に溶け込
み、定着化するには、生産者自らが産地の担い手を確
保・育成する仕組みを構築することが大切と考えてい
ます。

このため、県内４地域において、産地が整備する就
農学校施設や指導者設置に要する経費などを助成し、
担い手を育成する生産者組織の支援を行います。

農山漁村・担い
手支援課
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昨年の九州北部豪雨で被害を大きくした
のは流木であると考えている。

新聞報道によると、竹田地域の河川を対
象に危険箇所の伐採を計画しているようだ
が、異常気象の多い現状を考えれば、早急
に県内全域を調査し、森林整備を進めるべ
きでないか。

平成２４年の梅雨前線豪雨により、河川沿いの管理
不十分な人工林等が水位の上昇・流速の増大により河
岸が浸食され、農地・橋梁・海上まで流出しました。

来年度予算では、災害に強い森林づくりを目指し、
こうした流木化する危険性が高い人工林について、市
町村と協力しながら伐採・整備するとともに、天然更
新による広葉樹化を図ります。

なお、実施にあたっては山林所有者等の協力をいた
だきながら、竹田市など被災市町は２６年度までに、
その他の市町村は２７年度までに完了する予定です。

森林整備室

7

京都府などで通学児童の悲惨な交通事故
が相次いでいる。大分県は大丈夫か。
通学路の安全対策を十分に行って欲しい。

京都府などの通学児童の交通事故を受けて、速やか
に学校関係者、警察、道路管理者が合同で通学路の緊
急点検を行い、危険箇所を抽出したところです。

そのうち、道路管理者として県が対策を行うべき箇
所は２２７箇所となっています。２５年度は安全対策
を重点的に実施し、年度末までに直ちに実施可能な１
９５か所について全て着手するとともに、大規模工事
を除く１１５か所について対策工事を完了します。残
りの危険箇所についても、ガードパイプの設置など応
急対策を実施し、当面の安全確保に努めます。

道路保全整備室
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昨年は中津市・日田市・竹田市など県内
各地で大きな洪水被害が発生した。最近の
異常気象を考えると、県内のどの地域でも
このような災害が起こり得ると思われる。
昨年被災した地域の対策はもちろんのこ
と、今回大きな被災を受けていない地域も
含め、県全体を考えた洪水対策を進めて欲
しい。

県内の洪水被害の防止・軽減のための対策について
は、沿川の土地利用状況やこれまでの被害状況、上下
流の整備バランス等を踏まえ、緊急度の高い箇所から
順次、河川改修や河道内に堆積した土砂の除去等を
行っています。

今後も、昨年甚大な被害が発生した地域の対策とと
もに、その他の地域における洪水対策事業についても
効率的に推進し、災害に強い県土づくりに取り組みま
す。

河川課
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子どもが県立高校に通学しているが、東
日本大震災では多くの学校で、天井や照明
器具などの落下や書棚等の転倒被害が発生
した。

建物が倒壊しないようにするのはもちろ
んだが、天井からの落下物や書棚の転倒か
ら、子どもの安全を守るための対策をしっ
かり取ってもらいたい。

学校における児童生徒の安全確保は設置者の責務で
あり、本県では全ての県立学校の建物について、倒壊
を防止する耐震補強を完了しています。

一方で、ご指摘のとおり、天井材や外装材、照明器
具、家具等の非構造部材と呼ばれるものについても耐
震化を図る必要があります。

このため、全ての県立学校において、文部科学省マ
ニュアルに基づく非構造部材の点検を実施するととも
に、収納棚やテレビなどの転倒・落下防止について
は、３月までに対策を講じます。

また、対策が急がれる天井材や照明器具等の落下防
止については、２５年度から３か年で必要な改修を実
施することとしています。

教育財務課

10

昨今、いじめを苦にした自殺などの報道
に接すると、たいへん胸が締め付けられる
思いです。我が子には、いじめの被害者は
もとより、加害者にもなってもらいたくな
いと切に願うばかりですが、学校などでい
じめが少しでもなくなるよう、本格的な対
策を進めてもらいたいと思います。

暴力行為や自殺につながりかねない悪質ないじめは
その兆候や事態を早期に把握することによって、未然
解決や被害の拡大防止が可能となります。

そこで県警察では、学校・地域と警察署との橋渡し
役となるスクールサポーターの活動強化を図ります。

この４月からスクールサポーターを増員の上、県内
各地の拠点警察署に配置し、地域や地区教育事務所と
の連携を図りながら、これまで以上に学校訪問、情報
交換等の機会を増やすなど、いじめの小さな兆しを見
逃さない日常的な”気づき”の体制づくりに力をいれ
ていきます。

生活安全企画課
少年課


